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人口減少と出生率 
内閣府「「選択する未来」委員会」 
第１回資料より 

１ 



高齢化の推移と将来推計 

２ 

内閣府「平成26年版高齢社会白書（概要版）」より 



平成26年度一般会計予算から見る財政の現状 

財務省「財政健全化に向けた基本的考え方」 
（平成26年5月30日）より 

３ 



一般会計税収、歳出総額及び公債発行額 

４ 

財務省「財政健全化に向けた基本的考え方」 
（平成26年5月30日）より 



政府に対する信頼性等（OECD調査（2013年）） 

５ 

OECD “Government at a Glance”(2013)より 



政府に対する信頼性（NHK世論調査（2013年）） 

６ 

NHK「自民大勝の背景と有権者の受け止め方～「参院
選後の政治意識・2013」調査から～」（2014）より作成 
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国の政策に対する評価（内閣府世論調査（2013年）） 

７ 

内閣府 世論調査報告書 
（平成26年１月調査）より 

【国の政策への民意の反映程度】 



各種団体からの要望、提言 

８ 

日本経済団体連合会「経済・社会のイノベー
ションを進め、「日本再興」を実現する－ 2014
年度事業方針 －」より 

経済・社会のイノベーションを進め、「日本再興」を実現する 

－ 2014 年度事業方針 － （抜粋） 

２０１４年６月３日 

一般社団法人 日本経済団体連合会 

 

２．成長戦略の確かな実行 

（１）企業と個人の力を高め、最大限発揮させる 

6.規制・制度改革、行政改革の推進 

規制・制度改革は、民間の創意工夫の発揮を通じたイノベーションの推進、復

興のスピードアップ、地域活性化などの観点から極めて重要である。特に、今

後の成長分野と見込まれ、経済効果が期待される「情報通信」、「医療・介護」

「農業」、「街づくり」などの規制を抜本的に見直すことが不可欠である。また、

わが国の国際競争力強化やビジネスフロンティアの開拓に向け、「国家戦略

特区」、「企業実証特例制度」、「グレーゾーン解消制度」などを、積極的かつ

効果的に運用するべきである。また、労働者派遣制度や労働時間制度などの

改革が必要となっている。経団連としても、これらの実現を積極的に働きかけ

る。同時に、業務プロセスの抜本的見直しを含めた電子行政の推進、番号制

度を活用した行政効率の向上など、行政改革への不断の取り組みも欠かせ

ない。 

 



各種団体からの要望、提言 

９ 

日本経済団体連合会「2014年度経
団連規制改革要望」より 

（個別要望のうち、行政手続に関するものの例） 

2014 年度経団連規制改革要望 
 
2014 年10 月14 日 
一般社団法人 日本経済団体連合会 
   
○土地・住宅・都市再生・観光分野 

・建築物の安全性に関する大臣認定期間の短縮化 
・建築物の避難安全性能に関する大臣認定期間の短縮化 
・実態上道路として使われていない道路を廃止する際の行政手
続きの簡素化 

・鉱山、砕石山における国有保安林解除手続きの簡素化 
  
○運輸・流通分野 

・一般貸切(又は乗合)旅客自動車運送事業の事業計画(事業用
自動車の数)変更に係る事前届出手続きの簡素化 

・追加型式設計変更手続きの簡素化 
  

○廃棄物・リサイクル、環境保全分野 
・広域認定制度の申請に関する審査体制の効率化 
・優良産業廃棄物処理業者認定制度における申請書類の提出
方法の見直し 

  

○エネルギー分野 
・風力・地熱発電における環境アセスメント手続き迅速化 
・省エネ法、温暖化防止条例に基づく届出の一元化の推進 

  
○情報通信分野 

・行政機関等からの照会に係る事務手続の簡素化 
  
○雇用・労働分野  

・労働基準監督行政の統一的運用強化 
  
○その他 

・指定管理医療機器の製造販売の認証基準の明確化 
・医療用医薬品の製造販売承認申請に係る手数料の納付方法
の見直し 

  



各種団体からの要望、提言 

１０ 

経済同友会「経済成長への突破口となる
国家戦略特区の積極的な活用を」より 

経済成長への突破口となる国家戦略特区の積極的な活用を 
～「目指す姿」を国民と共有し、改革を加速する～ 

  
2014 年４ 月23 日 
公益社団法人 経済同友会 
  
  
Ⅱ．各論： ―目指す姿と具体的改革項目とは― 
  
 ２．「目指す姿」を実現するために具体的に検討が必要な主要項目（例示） 
  
 （１）世界的に優位なビジネス環境の実現： 
  
  ③外国企業誘致の本格化 
   ・各種手続き（事業所開設など）の簡素化 
  
   ＜関連する個別規制・制度改革＞ 
   ・株式交換方式による企業買収における株式譲渡益課税の税制適格要件の緩和 
   ・非居住外国人を代表とする法人設立登記の特例  
   ・法人設立ワンストップサポートセンターの設置（含む、英語での申請受付）  
   ・各種行政手続きの際の英語での申請（法人設立 、家族の引っ越し手続など） 

（行政手続に関する提言） 



各種団体からの要望、提言 

１１ 

日本労働組合総連合会「2014〜2015
年度政策・制度要求と提言」より 

2014〜2015 年度政策・制度要求と提言（抜粋） 

日本労働組合総連合会 

 

 

第３部 連合として継続的に取り組み実現をめざす政策 

 

６．民主主義の基盤強化と国民の権利保障 

 

  ・行政・司法改革 

   ＜要求の項目＞ 

 

(2) 効率的かつ公正、透明な中央省庁体制を確立する。 

①不明確な許認可基準や事前規制等の不透明な裁量型行政を抜本的に見

直し、明確で公正・公平なルールによる事後チェック型行政への転換を進

める。 

②各府省における縦割り行政を是正するため、行政手続のオンライン化をさら

に進めつつ、省庁間における情報の共有化、中央省庁と地方自治体間の

情報システムの単一化を導入する。また、地方自治体への権限委譲と地方

支分部局への権限委任を一層進める。 

③法令適用事前確認手続については、過去の照会事例をデータベース化し

閲覧を可能にする。照会者の個人名は本人が希望する場合を除いて公開

しない等、利便性向上をはかる。 

 

(3) すべての国民が安心して行政情報に容易にアクセスできる「電子政府」を構

築し、国民生活の充実と経済の活性化につなげる。 

①住民基本台帳ネットワークは、行政機関個人情報保護法の下、情報セキュ

リティ対策を強化し、安心してオンラインによる行政手続ができる体制を整

える。 

②行政機関における個人情報保護措置の強化を前提として、国と地方自治体

の権限を明確にしつつ、国と地方の垣根を越えた行政のワンストップサー

ビスを一層進める。 

③地方支分部局等の行政機関の統廃合にあたっては、交通アクセスに不利

な地域の住民への配慮等、地域事情や「電子政府」構築の進展状況を十

分踏まえ、慎重に検討する。 



霞が関女性職員の提言 

１２ 

「持続可能な霞が関に向
けて－子育て等と向き合
う女性職員の目線から－
（概要版）」より 



霞が関女性職員の提言 

１３ 

「持続可能な霞が関に向
けて－子育て等と向き合
う女性職員の目線から－
（概要版）」より 



霞が関女性職員の提言 

１４ 

「持続可能な霞が関に向
けて－子育て等と向き合
う女性職員の目線から－
（概要版）」より 



国の行政機関の定員の推移 

１５ 

内閣官房内閣人事局「•国の行政機関の定員
の推移（昭和42年度～平成26年度）」より 



人口千人当たりの公的部門における職員数の国際比較（未定稿）  

１６ 

内閣官房内閣人事局「•人口千人当たりの
公的部門における職員数の国際比較」より 



電子政府の取組の展開 

大規模電子計算機
の導入（大量定型
業務の自動処理な
ど） 

パーソナルコン
ピュータの普及 

インターネットの拡大 

クラウド・コンピュー
ティングの登場 

１９６０年代～ 

２０１０年代～ 

２０００年代～ 

１９９０年代～ 

 社会保険オンラインシステム 
 登記情報システム 
 特許庁システム など 

一人一台 
パソコン 

行政情報の電子的提供 

手続のオンライン化・利用
促進 

電子政府の
総合窓口 
（e-Gov） 

霞が関ＷＡＮ 
政府共通
プラット
フォーム 

大量定型業務
の省力化・正
確性の向上 

一般事務の効率化、
情報の共有 

国民利便性の向上 

情報システムの刷新、
ITを活用した業務改
革の推進 

中小規模を含め政
府情報システム全
体を視野に入れた
刷新（政府共通プ
ラットフォームへの
統合・集約） 

コスト高になってい
る大規模情報シス
テム（旧式システ
ム）の刷新、府省共
通システムの一元
化 

ネットワークセキュリティの確保 
（なりすまし、改ざんの防止等） 

一元的な
文書管理
システム 

政府認証
基盤

（GPKI） 

１７ 



行政ＩＣＴ化の推進 

●国・地方の情報システムの見直し 
●コンパクトで機動力があるシステムに再構築 
●システム経費の削減・抑制 

●公務員のワークスタイルの変革 
●業務改革を通じたコストの削減・抑制 
●業務遂行の効率化と生産性の向上 

●暮らしの便利と安全を高める行政サービス 
●利用者負担の低減 
●安心してアクセスできるオンラインサービス 

骨太で筋肉質な行政 

情報インフラの合理化・再構築 

ＩＣＴ活用による行政サービスの向上 働き方の見直し、業務改革の徹底 

（参考）三菱総合研究所の試算：社会的なコスト削減効果は年間１兆円強相当（約３割減、業務処理時間の1/4短縮） 

強い信念・覚悟 強力な推進体制 

⇒ 取組効果を、新たな行政需要や行政サービスの高度化、施策立案・遂行能力の向上にも振り向け、
同じ予算で数倍の効果を生み出す行政へ 

１８ 



行政ＩＣＴ化の推進 

・決裁（年間約300万件）を原則電子化 

・手続の簡素化、意思決定の迅速化 

’12年度：10％→’15年度：60％ 
（内部部局等は80％） 

共通システムの活用 電子決裁の徹底 

・人事、給与、旅費、調達の共通シ
ステム全省導入 （～’15年度） 

・競争入札（年間約９万件）の原則
オンライン化、契約の全面電子化 

 

・オフィスのペーパーレス化 

・職員のＰＣ・スマホから職場にアクセス 

国・自治体間調査の 
業務改革 

・クラウド導入に合わせた業務の標準化 

⇒ 情報化推進計画の策定 

自治体業務の標準化・効率化 

・国税、社会保険、雇用・労災保険 
  の業務改革 （ＢＰＲ※） 

⇒ 業務・システム最適化計画の策定
（’14年度） 

番号制度の導入 

ＩＣＴ投資に伴う業務改革 

・情報システムの更改時期に合わせた業務見直し 

⇒ 投資計画の策定（’14年度～） 

・一斉調査・自動集計、瞬時の情報提供 

事務処理の迅速化 

庁舎外から 
アクセス 

行政運営 
一斉配信 

業務フローの標準化 

・職員（発生源）自ら入力 

（参考） 業務処理時間 １／４短縮 

ワークスタイルの改革 

・無線ＬＡＮ／ＷＥＢ会議で庁舎内外から会議参画 

   ・災害時の業務継続確保 

6.6億時間(’12) → ▲1.7億時間（▲約5,990億円相当）の減(’21) 

「電子政府の社会的効果について」（(株)三菱総合研究所）より作成 

中間処理（庶務）
の廃止・省略 

※BPR：ビジネス・プロセス・リエンジニアリング 

１９ 

http://www.microsoft.com/global/ja-jp/business/industry/gov/publishingimages/community/clip/01/ss_pcman_05.gif


行政ＩＣＴ化の推進 

・ＡＰＩ※提供など利便性を高め、オンライン利用率を向上 

統計調査のオンライン化推進 行政手続のオンライン利用促進 

・各府省オンライン調査推進会議の設置(’14年度） 

・世界最大規模のオンライン国勢調査の実施 
      （’15年度）  

・Ｇ空間情報※をワンストップで入手
可能な基盤整備 

・標準的なオープンデータ化技術
（情報流通連携基盤共通API）等
の確立 

Ｇ空間情報・ 
オープンデータの推進 

・オンサイト施設の効率的な設置・運用 

統計調査データの研究利用促進 

・使いやすいインタフェースと多目的 
  利用の実現 

・一元的なユーザ認証基盤： 
  認証プラットフォームの整備 

・安全でシームレスなアクセスを実現 

・ワンストップサービスの促進 

公的個人認証サービスの 
利活用促進 

国・地方共用の 
防火対策チェックシステム 

’12年度：41％ → ’21年度：70％以上 

※スマホ回答も可能 

手数料納付も
オンライン 

行政サービス 
テレビからも
簡単アクセス 

個人番号カード 
で便利に安全に 

行政情報の利用
をオープン化 

安全な社会を 
省庁連携で 

自宅・職場で
サービス利用 

 ・統計データ取得のAPI機能や統計
GIS※機能を整備 

・API総合カタログの提供（ｅ－Ｇｏｖ） 

（参考） 国民・企業負担 ３割軽減    機会費用 1兆1,600億円(’12) → ▲約3,380億円相当の減(’21) 

「電子政府の社会的効果について」（(株)三菱総合研究所）より作成 

スマホで手軽に
統計情報を取得 

・全国の有床診療所の履行状況を一元的に把握（火災 
  被害の軽減） 

※API（Application Programming Interface）：データを外部の
プログラムから呼び出して利用するための手順やデータ
形式などを定めた規約 

※Ｇ空間情報：空間上の特定の地点又は区域の位置情報・関連情報 
※ＧＩＳ（Geographic Information System）：地理情報システム 
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 社会保障・税番号制度の導入 
内閣官房 社会保障改革担当室 内閣府 大臣官房 番号
制度担当室「 社会保障・税番号制度概要資料」より 
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 社会保障・税番号制度の導入 
番号制度導入によるメリット～導入前～ 

２２ 

内閣官房 社会保障改革担当室 内閣府 大臣官房 番号
制度担当室「 社会保障・税番号制度概要資料」より 



 社会保障・税番号制度の導入 
番号制度導入によるメリット～導入後～ 

２３ 

内閣官房 社会保障改革担当室 内閣府 大臣官房 番号
制度担当室「 社会保障・税番号制度概要資料」より 



 社会保障・税番号制度の導入 
社会保障・税番号制度導入のロードマップ（案） 
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内閣官房 社会保障改革担当室 内閣府 大臣官房 番号
制度担当室「 社会保障・税番号制度概要資料」より 
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